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○ 各種様式 

○ 関係法令等 



 

 

凡 例 

 

 この手引きでは、法令等を次のとおり表記しています。 

法  都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号） 

政令 都市計画法施行令（昭和 44年政令第 158 号） 

省令 都市計画法施行規則（昭和 44 年建設省令第 49号） 

条例 鳥取県市街化区域と一体的な地域等に係る開発許可等の基準に関す

る条例（平成 21 年条例第 6号） 

規則 鳥取県都市計画法施行細則（昭和 60年規則第 1号） 

 

 この手引きは、平成 23年 4月 1 日を基準に作成しています。 

 

 この手引きは、下記のホームページからダウンロードすることができます。 
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http://www.pref.tottori.lg.jp/47886.htm 

 

 

 

 

 

 

 

== 注 意 == 

この「開発許可制度の手引き」は、鳥取県が行う開発許可等の手続きについ

て作成したものです。特例市及び事務処理市町村が行う開発許可等の手続きに

ついては、その取扱い、手数料の額等が異なる場合がありますので、それぞれ

の窓口（第 3章第 2節参照）にお問い合わせください。 

 

 


